成年後見制度と税理士

田添  正寿

なぜ成年後見制度が必要か
　第一の観点は高齢者問題の一般化であり、第二の観点は人間優先への社会の成熟化です。「人生50年」と言われていた昭和22年頃は、女性で80歳を超える人生を送ることのできる人は２割弱でした。その後、医学の進歩、医療制度の改革、人々のライフスタイルの変化等があり、現在では七割強の人々が80歳を超える人生を送るようになっています。このことはかつて、高齢者問題は一部の人の問題であったのが、現在では大部分の人が直面する問題へと変化してきたことを物語っています。また高齢期になり、痴呆になったり、意思表示ができなくなる人が以前はわずかであったのが、現在では圧倒的に多くなってきたということを意味しています。かつてはわずかであったためにその本人の意思の問題は家族や地域社会で解決できていたのですが、その数が圧倒的に多くなっている現在では家族や地域社会のレベルでは解決できず、社会のシステムとして必要となっているのです。 

　第二の人間優先への社会の成熟化の観点ですが、これは今後は人間が中心の世の中になるということです。 

　現在の民法において禁治産の制度があります。これは自分の行為、意思表示の結果に対し判断能力を欠いている場合に後見人をつけて家財を管理させる制度です。一見、本人の権利を守るための制度のようですが、制度の主眼は社会の商取引の混乱を未然に防ぐためであり、家財つまり“家”を守るためのものです。そのためか、ほとんど利用されていません。本人の意思を大切にするという考え方とは発想が違います。本人の意見を大切にしようとすればするほど、本人の意思表示が十分にできない場合、そのサポートシステムが重要となるのです。 

　

　成年後見制度への思い
　最近のこと。60歳を少し過ぎたご主人が急逝され、32歳になる知的障害の息子をもつ母親が、怒りをもちながら困惑していました。ご主人が経営する工場の株と土地と財産を相続するにあたって、長年の専任税理士から「そのまま精神薄弱の子に相続させたら税理士の落度になる。禁治産者にしておきたい」と、禁治産者の申し立てを家庭裁判所にするように強く言われた、ということでした。「今は地域作業所に通っていますが、企業で働いた経験もあり、親子で頑張ってきたのに、父親が死んで相続の必要が起こった途端に、無能力者として戸籍に記載され、選挙権など公の権利が剥脱されることは納得できないし、かわいそう過ぎる」と言うのです。それを聞いていた重度の障害の子をもつ母親は「うちの子の場合は名前も書けないし、禁治産者になることは仕方のないこと」と言っていました。本人の知的能力の相違による受け止め方の違いですが、本人の意思とは無関係に禁治産者として全面的に権利が奪われることは、相当に無理な制度であるといえると思います。 

２　問題点はどこにあるのか
　民法に定める禁治産・準禁治産制度は、本人の利益を保護することが本来の主旨であるのに、本人保護より第三者との取引関係の安定を重視することに偏り、本人の法律行為を画一的に奪い、選挙権をはじめ、社会生活全般にわたり百以上の法律において資格制限が規定されているといわれます。しかも日常生活の援助等、身上監護が希薄であり、さらに必要な場合の手続にも高額の経費が必要など、さまざまな問題をもっています。
　その中でも知的障害の立場からみた時に、保全された財産をいかに有効に使用していくか、この財産の使用について、日常生活の中で継続的な援助をしていくシステムがほとんどないことが、もっとも重要な課題になっています。
　身体障害者は行動上に障害があっても、自分の意思と判断で財産を有効に使用することができます。知的障害者は自分の意思と判断で適切に使用することが十分にはできにくいので、誰かに継続的に支えてもらうことが必要です。例えば「特別障害者扶養信託制度」を利用すると6000万円まで贈与税が非課税になり、定期的に金銭が本人口座等に振り込まれてきます。しかしそれを有効に使用しなければ、お金だけが使われないままに溜ってしまうことになります。
　したがって、知的障害者に対する成年後見制度への基本的な願いは、「地域の中で権利侵害にあうことなく安全な生活ができること、自分の財産を自分の意思で使用できること、そのための援助のシステムが確立していること」が、知的障害の立場からみたもっとも基本となる要望ということです。 

次に、禁治産・準禁治産宣告に至る手続上の問題が現実として存在しています。「申し立てをする権限のある人が少ない。鑑定医を見つけにくい、鑑定費用が高額である、禁治産宣告の審判期間が長い、適当な後見人、保佐人がみつけにくい」等です。鑑定費用は数十万円かかるともいわれています。禁治産宣告は全面的に権利を剥脱するということを決める以上、鑑定医や裁判所が慎重になり長期的にならざるを得ない、ということなのでしょう。もっと容易に手続ができるように改善していくことが必要です。
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（1） 成年後見制度の背景

1 高齢化

日本の将来推計人口によると、高齢者比率の上昇が加速

2015年には　25.2％

2025年には　27.4％

2050年には　32.3％

2 社会的支援の必要性

· 心身機能の衰え

· 意思能力の衰え

· 高齢者に対する霊感商法や豊田商事事件といった消費者被害

　　　　　　＝　高齢者の財産権・生活権を守る支援の必要性

3 従来の無能力者制度の問題点

1. 従来無能力者制度の種類

· 未成年者

· 禁治産者

· 準禁治産者

2. 禁治産・準禁治産制度の問題点

・　制度の硬直性　　　　禁治産・準禁治産の2類型しかない

· 制度自体の利用減少　　　戸籍への記載

　　　　　　　　　　　　　　権利の剥奪

　　　　　　　　　　　　　　医師による鑑定　（費用・時間）

　　　　　　　　　　　　　　暗いイメージ

3. 禁治産宣告は、能力の否定により、日常生活に関してすべてにおいて自らの意思で法律行為ができなくなる。

4. 禁治産制度は、本人のためではなく、後見人等による資産の悪用に活用される場合が少なくない。

　　オ.軽い症状だが、判断能力に不安がある場合の対処が少ない。

（2） 成年後見制度とは

1 成年後見制度は、精神的又は身体的に自ら財産管理や身上監護の全部または一部ができなくなった者を対象に、必要な範囲において援助を行うこと。

2 成年後見制度の改革

イギリス、ドイツ、カナダその他諸外国においては、近年成年後見制度が次々と改革された。

イギリスは1986年に持続的代理権授与法、ドイツでは1992年に成年者世話法、カナダ・オンタリオ州では1992年に代行決定法。

　

（3） 成年後見制度の基本理念

1 ノーマライゼーション

2 自己決定の尊重

3 自立支援　（残存能力の活用）

　　

（４）法定後見制度

①　法定後見の種類

「後見」　：　心神喪失の常況にあるもの　（判断能力が喪失・欠如している状態）

　　　　　　　　　成年後見人：後見人

　　　　　　＊後見人が代理権・取消権を持つが、日常の生活に必要な行為については本人の判断能力に委ねる　　　　　

「保佐」　：　心身耗弱者（判断能力が著しく不十分な状態）

　　　　　　　　　成年後見人：保佐人

＊特定の行為について保佐人に代理権を付与する

　　　　「補助」　：　軽度の痴呆、知的障害、精神障害の状態にある者（従来の制度では対象外）

＊本人が請求した範囲内の特定の法律行為について、補助人の同意を得る

　

2 法定後見の申立て

精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く状況にある者（精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分なる者・精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分なる者）については、家庭裁判所は、本人・配偶者・四親等内の親族・後見人等または検察官の請求により、後見開始の審判をすることができる。

3 鑑定

医師による診断書が必要　　（従来約５０万円程度・半年間程度）

4 成年後見登記制度

法定後見が開始されると、成年被後見人等の氏名等・成年後見人等の氏名等いくつかの項目にわたり、戸籍に代わる制度として、登記されることとなった。

（東京法務局において全国一括管理）

　　（５）任意後見制度

　　　　　　任意後見制度とは、本人が意思能力が十分なうちに、あらかじめ成年後見人予定者や職務内容を決めておき、不十分になったときに、家庭裁判所が任意後見監督人を選任することを条件として、本人が選んだ後見人（予定者）に法律行為の全部または一部の代理権を付与する制度

①　任意後見契約の定義

法定後見の開始決定を受けていないものが、自己に関する法律行為の全部又は一部について、家庭裁判所による任意後見監督人の選任を停止条件として代理権を付与する委任契約

（この受任者のことを任意後見人という）

②　任意後見人

　　　　　　　　　任意後見人の選択は本人の自己決定にゆだねられており、当然に任意後見契約の内容に含まれる。

　　　　　　　　　任意後見人の受任事務（職務）は、法律行為に限定される。すなわち、代理権の対象となる法律行為には、財産管理に関するもののみならず、身上監護に関するもの（医療契約、住居に関する契約、施設入所契約、介護契約、教育・リハビリに関する契約）が含まれる。

③　後見人　　

1、 配偶者法定後見人制度の廃止

2、 複数成年後見人制度の創設

3、 法人成年後見人制度の創設

④　任意後見監督人

任意後見監督人は、主として、任意後見人の事務を監督する。この任意監督人の選任等はすべて

家庭裁判所の権限にて行われる。

　任意後見の開始は、すべて任意後見監督人が選任されることによってなされる。

　

⑤　任意後見契約の方式　　　　　

　　　　　　　　　　　　任意後見契約は、公正証書による様式行為とされている。公証人により契約書の作成がなさ

れ、職権により登記がなされることとなる。

　　後見人の職務

　　　

　　（１）法定後見がなされた際、または任意後見人として選任される際の成年後見人をどのように選任するのか

　　　　家庭裁判所の後見人名簿から、家庭裁判所が選任することとなる。

　　　　対象となる者は、経歴・職業を重視し一定の研修を受けたものとされている。

　　　　　現在は、弁護士、司法書士、社会福祉士が中心。

　　　　　家庭裁判所及び法律家の声として財産管理に従来携わっていた専門家としての税理士への期待が大きい

　　（２）職務内容

　　　身上監護　　　　社会福祉士　・　医者

財産管理　　　　弁護士・司法書士・税理士

1 任意代理事務及び任意代理人等の推薦

· 事理弁識能力が十分な段階から、高齢者等に対する支援活動

· 資産やその生活状況等をヒヤリングの上、本人との間で具体的な支援プログラムを作成し、任意後見契約を締結する。

· この際の適切な後見人を推薦する。

2 後見事務

· 任意後見開始の申立て

任意後見監督人の選任により効力発生

· 成年後見事務については、家庭裁判所の選任により、定められた権限の中で財産管理及び身上監護に関する職務を行う。

· 後見人は、定期的な面会により財産管理、身上監護を行う。

3 財産承継事務

· 依頼者本人が死亡し、任意後見等が終了した場合のその財産の帰属。

自己決定を尊重する制度であることから、死後の財産処分について、遺言・死因贈与・負担付贈与等による財産承継の位置付けが重要　

　生活資金の調達方法

Ⅰ．後見人として、被後見人の財産をどうやって運用し、いかに生活資金を得るか。

1 貯蓄預金より

② 有価証券より

· 配当が期待できるか

· 売却か

· 信託か

    ③ 年金より

生活資金として十分か

    ④ 不動産より

ア．賃貸　　　建物の取得・修繕代金

　　　　　　　固定資産税

　　　　　　　不動産会社への管理料

所得税・住民税

　　　　　　これらの経費を考慮の上、賃貸収入が生活資金として十分となりうるのか

イ．売却か　　　譲渡税が多額にかかってしまい、手元資金が十分に残るのか

ウ．間貸しか　　十分な賃貸収入が得られるのか

エ．リバースモーゲージか　　　　将来子孫に不動産を残す気があるか

　　　　　　リバースモーゲージとは、「所得は少ないが資産（住宅）はある」という

高齢者が、その住宅を担保にして融資を受け、死後、住宅を売却して返済

するという仕組み

　　          リスク　　　・担保割れリスク

・長生きリスク

・金利変動リスク　　　　　

オ．信託か

　　　　不動産を信託銀行等へ信託し、自分を委任者としてなおかつ、自分を受益

者とする

　

財産承継

1 相続による承継か

· 将来の相続税がかかるのか　＝　相続税対策は必要か

　　    配偶者への２，０００万円贈与

　　　　子供への住宅資金贈与 等

2 譲渡による承継か

所得税・住民税の概算計算

3 贈与による承継か

     贈与税の計算

4 死因贈与による承継か

     相続税の取扱い
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